
第78回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

アマテイ株式会社

上記事項の内容は、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、当社ウェブサイト(http://www.amatei.co.jp/)
に掲載することにより、株主の皆様に提供しております。

なお、上記事項の内容は、監査報告の作成に際して監査役及び会計監査人が監査をした連結計算書類及び
計算書類の一部であります。
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連結計算書類の連結株主資本等変動計算書・連結注記表

計 算 書 類 の 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 ・ 個 別 注 記 表

第78期
自　2018年４月 １日
至　2019年３月31日



 
連結株主資本等変動計算書 

     

( 
2018 年 ４ 月 １ 日 か ら 
2019 年 ３ 月 31 日 ま で ) 

 

(単位:千円) 

 

株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 615,216 40,181 558,394 △49,061 1,164,731 

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △23,536  △23,536 

親会社株主に帰属する当期純利益   45,023  45,023 

自己株式の取得    △7 △7 

株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額(純額) 
     

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 21,487 △7 21,479 

当期末残高 615,216 40,181 

 

579,881 

 

△49,068 1,186,211 

 

 その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 

 
その他有価証券 

評価差額金 

その他の包括利益 

累計額合計 

当期首残高 21,912 21,912 33,919 1,220,563 

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当    △23,536 

親会社株主に帰属する当期純利益    45,023 

自己株式の取得    △7 

株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額(純額) 
△14,572 △14,572 6,301 △8,271 

連結会計年度中の変動額合計 △14,572 △14,572 6,301 13,208 

当期末残高 7,339 7,339 40,220 1,233,772 
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連結注記表 
 

 
１.  継続企業の前提に関する注記 
  該当事項はありません。 

 
２.  連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
(1) 連結の範囲に関する事項 
①  連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 株式会社ナテック 

②  主要な非連結子会社の名称等 
該当事項はありません。 

(2) 持分法の適用に関する事項 
該当事項はありません。 

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち株式会社ナテックの決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあた

っては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っています。 

(4) 会計方針に関する事項 
①  重要な資産の評価基準及び評価方法 
1)  有価証券 

その他有価証券 
時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの  移動平均法による原価法 

2)  たな卸資産 
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっています。 
商 品  当 社  総平均法 

  連 結 
子 会 社 

 移動平均法 

製 品  当 社  先入先出法 

  連 結 
子 会 社 

 総平均法 

 
原材料・貯蔵品・仕掛品  総平均法 

 
②  重要な減価償却資産の減価償却の方法 
1）有形固定資産 

定額法によっています。 
なお、主な耐用年数は次のとおりです。 
建物及び構築物 ３年～50年 

機械装置及び運搬具 ２年～10年 

2）無形固定資産 
定額法によっています。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっています。 
③  重要な引当金の計上基準 
1) 貸倒引当金は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
2) 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上していま

す。 
3) 役員賞与引当金は、役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上してい

ます。 
4) 役員退職慰労引当金は、役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しています。 
 

④  その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
1)  退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

2)  消費税等の会計処理 
税抜方式によっています。 
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３. 表示方法の変更に関する注記 
   （表示方法の変更） 
  連結貸借対照表 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を
当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は
固定負債の区分に表示する方法に変更しています。 

 
 
４.  連結貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

①  担保に供している資産 

受取手形 209,988千円 

建物及び構築物 412,533千円 

機械装置及び運搬具 523,127千円 

土地 732,417千円 

その他（有形固定資産） 8,879千円 

②  担保に係る債務 

短期借入金 1,227,394千円 

(１年以内返済予定の長期借入金317,394千円を含む) 

長期借入金 635,851千円 
 
(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,808,639千円 

(3) 連結会計年度末日満期手形の処理 

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しています。な
お、期末日が金融機関の休日であり、期末日満期手形の金額は次のとおりです。 

受取手形 56,073千円 

支払手形 12,091千円 

 

５.  連結株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 12,317,000株 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

①配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2018年6月27日 

定時株主総会 
普通株式 

繰越利益 

剰余金 
23,536 2 2018年３月31日 2018年６月28日 

 

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2019年6月26日 

定時株主総会 
普通株式 

繰越利益 

剰余金 
11,767 1 2019年３月31日 2019年６月27日 

 
 
６.  金融商品に関する注記 
(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、主に釘・ネジの製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な

資金(主に銀行借入)を調達しています。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達していま

す。デリバティブは、金利の変動リスクを回避する場合に利用することがあります。 
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② 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、当該リスクに

ついては、社内管理体制に従い、主な取引先の信用調査、取引先別の期日管理及び残高管理を行

うことによりリスクの軽減を図っています。投資有価証券は、主に営業上の取引関係の維持強化

のため保有する株式であり、市場価額の変動リスクに晒されています。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、全て1年以内の支払期日であります。買掛金の一部には、

輸入商品、輸入原材料がありますが、商社経由で購入しており円建てのため、為替リスクはあり

ません。借入金は、長期の運転資金と設備投資に必要な資金を調達したものであり、返済期間は

最長で8年であります。デリバティブ取引(金利スワップ取引)は行っていません。 

③ 金融商品に係るリスク管理体制 

イ.信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社は、売掛金管理規程及び与信管理規程に従って、取引先別に営業債権の管理を行っていま

す。具体的には定例の営業会議の中でモニタリングを実施し、貸倒懸念債権の早期把握に努め、

軽減策の検討を行っています。また、信用リスクの軽減のため、損害保険を利用しています。連

結子会社においても、当社の規程に準じて同様の管理を行っています。 

ロ.資金調達に係る流動リスクの管理 

当社は、資金担当部門において、年間の資金繰計画を作成し、現状に即して更新するとともに、

資金繰計画に合った資金調達が出来るよう早めの対策を講じています。また、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しています。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

   （単位：千円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1）現金及び預金 590,559 590,559 ― 

(2）受取手形及び 
売掛金 

1,435,760 1,435,760 ― 

(3）電子記録債権 165,494 165,494 ― 

(4）投資有価証券 89,142 89,142 ― 

資産計 2,280,957 2,280,957 ― 

(5）支払手形及び 
買掛金 

667,615 667,615 ― 

(6）電子記録債務 234,757 234,757 ― 

(7）短期借入金 1,654,025 1,654,025 ― 

(8）長期借入金 1,124,890 1,113,152 △11,737 

負債計 3,681,287 3,669,550 △11,737 

(注)1.金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項 
(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)電子記録債権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。 

(4)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 
(5)支払手形及び買掛金、(6)電子記録債務、並びに(7)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい

ます。 
(8)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっています。 
2.非上場株式(連結貸借対照表計上額226千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積る

ことなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(4)投資有価証券｣には含めて

いません。 
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3.金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

 
１年以内 
(千円) 

１年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
10年以内 
(千円) 

10年超 
(千円) 

現金及び預金 590,559 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 1,435,760 ― ― ― 

電子記録債権 165,494 ― ― ― 

合計 2,191,815 ― ― ― 
 

 
 

4.長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 
１年以内 
(千円) 

１年超 
２年以内 
(千円) 

２年超 
３年以内 
(千円) 

３年超 
４年以内 
(千円) 

４年超 
５年以内 
(千円) 

５年超 
(千円) 

長期借入金 564,025 466,893 329,019 197,006 96,432 35,540 

 

７.  １株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 101円42銭 

(2) １株当たり当期純利益 3円83銭 
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株主資本等変動計算書 
     
( 

2018 年 ４ 月 １ 日 か ら 
2019 年 ３ 月 31 日 ま で ) 

  

(単位:千円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 
合    計 

利益準備金 

そ の 他 

利益剰余金 利益剰余金 
合    計 繰越利益 

剰 余 金 

当期首残高 615,216 40,181 40,181 146,000 221,437 367,437 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当     △23,536 △23,536 

当期純利益     8,029 8,029 

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額) 
      

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △15,506 △15,506 

当期末残高 615,216 40,181 40,181 146,000 205,930 351,930 

 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

 自己株式 株主資本合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 △49,061 973,774 21,912 21,912 995,686 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当  △23,536   △23,536 

当期純利益  8,029   8,029 

自己株式の取得 △7 △7   △7 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額(純額) 
  △14,572 △14,572 △14,572 

事業年度中の変動額合計 △7 △15,513 △14,572 △14,572 △30,086 

当期末残高 △49,068 958,260 7,339 7,339 965,600 
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個別注記表 
 

 
１.  継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 
 
２.  重要な会計方針に係る事項に関する注記 
(1) 資産の評価基準及び評価方法 
①  有価証券 

子会社株式 
移動平均法に基づく原価法 

その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法に基づく原価法 

②  たな卸資産 
評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっています。 

製  品：先入先出法 
商品・原材料・仕掛品・貯蔵品：総平均法 

(2) 固定資産の減価償却の方法 
①  有形固定資産 

定額法によっています。 
なお、主な耐用年数は次のとおりです。 
建物・構築物 ３年～50年 

機械及び装置・車両運搬具 ２年～10年 

②  無形固定資産 
定額法によっています。 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっています。 

(3) 引当金の計上基準 
① 貸倒引当金は、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
② 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しています。 
③ 役員賞与引当金は、役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上していま

す。 
④ 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づ

き計上しています。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要
支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。 

⑤ 役員退職慰労引当金は、役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給
額を計上しています。 

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 
税抜方式によっています。 
 

３. 表示方法の変更に関する注記 
   （表示方法の変更） 
  貸借対照表 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、
「会社法施行規則及び会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 平成30年３月26日）を
当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定
負債の区分に表示する方法に変更しています。 

 
４.  貸借対照表に関する注記 
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 
①  担保に供している資産 

受取手形 209,988千円 

建物 247,710千円 

構築物 31,451千円 

機械及び装置 306,672千円 
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車両運搬具 5,272千円 

工具、器具及び備品 8,879千円 

土地 526,970千円 

②  担保に係る債務 
短期借入金 1,080,286千円 

(１年以内返済予定の長期借入金170,286千円を含む) 
長期借入金 293,981千円 

(2)  関係会社に対する金銭債権債務 
短期金銭債権 61,155千円 

短期金銭債務 234,045千円 
 
(3) 事業年度末日満期手形の処理 

期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しています。な
お、期末日が金融機関の休日であり、期末日満期手形の金額は次のとおりです。 

受取手形 53,329千円 

支払手形 1,673千円 

 

５.  損益計算書に関する注記 

(1)関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額 

営業取引による取引高 

売上高 3,521千円 

仕入高等 920,000千円 

営業取引以外の取引高 754千円 

  

(2)通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

前期切下額 △356千円 

当期切下額 419千円 

売上原価 62千円 

 

６.  株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 12,317,000株 

当事業年度の末日における自己株式の数 

普通株式 549,004株 

 

７.  税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因 

繰越欠損金 9,128千円 

賞与引当金 9,001千円 

役員賞与引当金 1,698千円 

退職給付引当金 48,923千円 

役員退職慰労引当金 10,488千円 

子会社株式評価損 57,939千円 

ゴルフ会員権評価損 826千円 

土地減損 2,283千円 

貸倒引当金 4,956千円 

その他 5,718千円 

繰延税金資産小計 150,965千円 

評価性引当額 △129,024千円 

繰延税金資産合計 21,941千円 

(2) 繰延税金負債の発生の主な原因 

その他有価証券評価差額金 △3,236千円 

繰延税金負債合計 △3,236千円 

繰延税金資産（負債）の純額 18,704千円 
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８.  関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社及び法人主要株主等 
 

属    性 会社等の名称 
議決権等の所有
(被所有 )割合 

関連当事者
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額
（千円） 

科  目 
期末残高
（千円） 

その他の
関係会社 

伊藤忠丸紅 
鉄鋼㈱ 

被所有 
直 接 

26.6％ 

原材料・商
品の仕入先 

原材料・商
品 の 購 入 

898,836 買 掛 金 233,098 

製 品 の 
販 売 先 

製品・商品
の 販 売 

3,039 売 掛 金 1,093 

役員の兼任     

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
1. 原材料・商品の購入及び製品の販売については、市場価格等により決定しています。 

 (注)  上記金額のうち、取引金額は消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しています。 
 

 

(2) 子会社 
 

属    性 会社等の名称 
議決権等の所有
(被所有 )割合 

関連当事者
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額
（千円） 

科  目 
期末残高
（千円） 

子会社 ㈱ ナ テ ッ ク 
所 有 
直 接 
85.0％ 

資金の援助 

貸 付 金 
の 借 換 

60,000 
短 期 
貸 付 金 

60,000 

貸付金利息
の 受 取 

754 ― ― 

役員の兼任     

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
㈱ナテックに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を決定しており、返済条件は期間１年でありま

す。なお、担保の受入はありません。 

 
９.  １株当たり情報に関する注記 
(1) １ 株 当 た り 純 資 産 額 82円05銭 
(2) １株当たり当期純利益 0円68銭 
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